１．最近の税制改正の流れ

　平成23年度以降、震災対応を含め、数々の税制改正が行なわれてきました。また、つい先日、1月29日には、平成25年度税制改正大綱が閣議決定されました。

　今回は、一連の改正の中で、個人の方にとってはこれから迎えるであろう確定申告に、法人にとっては現在進行している決算期に関係する話題を中心にまとめてみたいと思います。

　なお、過去この事務所便りで取り上げた話題もあります。その部分は、一覧性を確保するという意味で再掲したものであり、読み飛ばしていただいて問題ありません。また、出来立てほやほやの平成25年度税制改正部分は★★印を付し、一部には感想も付してご紹介しています。

【復興支援】
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【税制改正】｜　　　｜　　　｜　　　　　　　｜　　　●H25税制改正大綱（閣議決定）

　　　　　　｜　　　｜　　　｜　　　　　　　●H24税制改正

　　　　　　｜　　　｜　　　●Ｈ24税制改正大綱（閣議決定）

　　　　　　｜　　　●Ｈ23税制改正（積み残し分）

　　　　　　●Ｈ23税制改正（一部）

２．復興財源のための税制措置

【１】復興特別所得税

・その年の基準所得税額に2.1％の税率を乗じて計算した金額

・課税期間は平成25年から平成49年までの25年間

・確定申告をする者は、復興特別所得税申告書を併せて提出

・源泉徴収をする者は、復興特別所得税も併せて徴収

・その上で、年末調整において、復興特別所得税についても年末調整を実施

【２】復興特別法人税

・各事業年度の基準法人税額に10％の税率を乗じて計算した金額

・課税事業年度は、平成24年4月1日から平成27年3月31日までに開始する事業年度

・申告書の提出期限は法人税の申告書の提出期限と同一

・利子などから徴収された復興特別所得税額（総額の2.1/102.1）は、復興特別法人税額から控除でき、法人税額からは控除できない。

【３】地方税（個人住民税）

・均等割を4,000円から5,000円に引き上げ

　　道府県民税　1,000円→1,500円

　　市町村民税　3,000円→3,500円

・平成26年度から平成35年度まで

【４】復興特別法人税は必ず申告を！

上記のうち、復興特別法人税については、注意点があります。昨年10月19日にブログに書いた内容を、そのまま再掲しておきます。

――――――――――――

　国税庁もウソを言いますので、ご注意を。

　いきなりですが、今回の話題は「復興特別法人税」についてです。

　1年決算の法人においては、平成24年4月1日以降に開始する3事業年度について、復興特別法人税が課されます。

　昨年、復興財源確保法という法律に基づき、大震災からの復興に必要な財源を確保するために期間を限って設けられた特別な税金です。計算方法は、大雑把に言えば、基準となる法人税額×10%。つまり、10%、例年より上乗せした税金を支払う、ということです。

　もっとも早いのは、3月決算会社の今進行している期です。先日、8月決算会社（従ってまだ復興特別法人税の課税はなし）の決算をしていて気づきました。

　現在国税庁から送られてくる申告書には、次のようなタイトルの案内が同封されています。

「平成24年4月1日から3年以内に開始する事業年度について、課税標準法人税額がある場合には、復興特別法人税申告書を提出する必要があります。」

　タイトルからして、少し首をかしげるのですが、ここでは1点だけ認識しておいて下さい。それは、復興特別法人税については、「法人税とは別に申告書を提出する必要があること」です。平成24年4月1日以降に開始する3事業年度については、法人税と復興特別法人税の2種類の申告書を提出する必要がある、ということです。

　決定的な「ウソ」は次の文章です。

「なお、上記の課税事業年度であっても、課税標準である課税標準法人税額がない場合には、復興特別法人税申告書を提出する必要はありません。」

　いや、一見ウソではありません。規定はその通りです。

　ただ、例えば赤字で、法人税額も発生していなかった法人が、税務調査を受けた結果、実は黒字だったというようなケースを考えてみましょう。

　上の文章によれば、当初、法人税額もなかったので、復興特別法人税の申告書を提出する必要はありません。

　しかし、税務調査の結果黒字になり、法人税額が発生すると、結果的に復興特別法人税の申告も必要になります。この場合に、どんなペナルティが発生するでしょうか。

　申告した税額が過少だった場合、課されるペナルティは「過少申告加算税」です。

　申告すべきところを申告していなかった場合、課されるペナルティは「無申告加算税」です。

　どちらの方が重いペナルティかと言えば、もちろん後者ですね。「申告していない」のですから。過少申告加算税は10%、無申告加算税は15%のペナルティです。

　赤字だったので、復興特別法人税の申告書を「提出していなかった」。ところが、調査の結果、法人税額が発生したので、復興特別法人税の申告を行なった。この場合に課されるペナルティは「無申告加算税」です。だって、当初は復興特別法人税の申告書を提出していないのですから。

　えー、そんなー、と思いませんか。このことは、国税庁の事務運営指針で明記されています。

　では、どうすればいいか。答えは簡単で、次のことを肝に銘じることです。

「いかなる課税事業年度においても、課税標準である課税標準法人税額がない場合であろうと、必ず復興特別法人税申告書を提出すること。」

　税額0であっても、とにかく申告書だけは提出しておく。そうすれば、その後の調査で黒字になった場合に提出する復興法人特別税の申告書は、当初申告の修正という扱いになり、過少申告加算税のペナルティを受けることで済みます。

　復興特別法人税の申告書は必ず提出する。そう頭の中に念じておいて下さい。

３．消費税

【１】免税事業者の要件見直し（再掲、2011/7第5号参照）

（１）免税事業者とは？

　消費税の基本構造は、事業者が、売上に係る消費税から、仕入・経費・設備投資に係る消費税を差し引いた差額を国に納付する、というものです。

　原則、全ての事業者が消費税の納税義務を負いますが、小規模事業者への事務負担配慮などの理由から、基準期間（前々事業年度＝2年前）における課税売上高が1,000万円以下の事業者については消費税の納税義務を課さないこととされています（免税点制度）。
（２）改正の趣旨

　例えば課税売上が2年前500万円→1年前2,000万円に急増したケースでも、2年前の課税売上高が1,000万円以下ですので消費税の納税義務がありません。今回問題視されたのはこの点です。規模的には十分納税義務を負うべき事業者になっているのに、消費税の納税義務を負わないことは不公平ではないか、ということですね。

（３）今回の改正

　前々事業年度の課税売上高が1,000万円以下であっても、前事業年度の上期における課税売上高が既に1,000万円を超えている場合には、前事業年度の下期に準備をする期間はあるということで、当事業年度の納税義務を負うこととなりました。

例）前々事業年度：2009／4／1－2010／3／31：500万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　前事業年度　：2010／4／1－2011／3／31：上期1,200、上期700

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　 　　↓

　　当事業年度　：2011／4／1－2012／3／31：課税、 　　免税

　なお、課税売上高の代わりに、上期に支払った給与金額で判定することも認められます。これは、給与であれば上期において中間決算などによる集計手間がかからないこと、また、1,000万円を超えて給与を払う事業者であれば課税売上高も1,000万円を超えている可能性が高いことから認められている措置です。

（５）適用時期

　「平成25年1月1日以後に開始する個人事業者のその年分又は法人のその事業年度」から適用されます。

【２】95%ルールの見直し（再掲、2011/7第5号参照）

（１）95%ルールとは？

　消費税は、「課税」売上に係る消費税から、それに対応する「課税」仕入に係る消費税を控除して差額を国に納付するという仕組みを基本とします。

例えば、課税売上の売上全体に占める割合（課税売上割合）が98%の場合、本来であれば仕入の内容を課税売上に関するものと非課税売上に関するものに分類しなければなりません。非常に手間のかかる作業です。そこで消費税法では、課税売上割合が95%以上の場合は、課税仕入に係る消費税額を全額控除することを認めています。

（２）改正の趣旨、内容

　課税売上が100%でない限り、本来であれば非課税売上に対応する仕入税額は控除出来ません。ただし現状では（１）で述べたとおり、課税売上割合が95%以上であれば、課税仕入に係る消費税額の全額控除を認めています。これにより、非課税売上に対応する仕入で、本来控除できない消費税についても控除対象となることから、納税義務者の負担をいたずらに軽減する結果となっています。

　そこで今回、95%以上であっても当事業年度の課税売上高が5億円を超える事業者については、仕入税額の全額控除は認められないこととなりました。要約すると、以下の通りです。

①課税売上高5億円超・・・個別対応方式又は一括比例方式で控除対象仕入税額を計算

②課税売上高5億円以下、かつ、課税売上割合95%以上・・・全額控除

③課税売上高95%未満・・・個別対応方式又は一括比例方式で控除対象仕入税額を計算

　全額控除が認められない要件として、課税売上高が5億円超とされたのは、それ以下の中小企業への配慮という政策的意図に基づくものでしょう。

（３）意思決定への影響

　課税売上高が5億円超の企業にとって、実務的な影響は極めて大きいと言えます。非課税売上には受取利息も含まれます。ということは、殆どの企業にとって、課税売上割合は100%にはなりません。この場合、（２）の①に当てはまり、いずれかの方法によって控除対象仕入税額を計算しなければならなくなります。金額的影響は大きくないかもしれませんが、実務の計算手間という意味では早めの対応が望まれます。

　それと、先ほどの免税点制度もそうですが、日本の場合、消費税と選挙が結びついて考えられることが多く、中小企業者への配慮とか、政治的思惑が大きく働いてしまいます。その結果、今回改正が行われた免税点制度や95%ルールなど、事業者間の不公平感が蓄積されているのも事実です。消費税導入を実現した苦労を忘れないことは大切ですが、社会保障改革との関連で消費税の増税が叫ばれる昨今、増税だけでなく、そもそもの仕組みをもう少しシンプルにする必要があるのではないか。そう感じます。

（４）適用時期

　「平成24年4月1日以後に開始する課税期間」から適用されます。

【３】還付の場合の明細書添付

（１）消費税が還付となる場合

　「売上げに係る消費税額」から「仕入れ等に係る消費税額」を控除して控除不足額が生じる場合（仕入れの方が多い場合）、その控除不足額が還付されます。

（２）手続

　これまでは、還付申告書を提出する際、任意の資料として提出が依頼されていた「仕入控除税額に関する明細書」について、還付申告書への添付が義務付けられています。

（３）適用時期

　「平成24年4月1日以後に提出する還付申告書」について適用されます。

５．法人税

【１】雇用促進税制の創設（再掲、2011/8第6号参照）

（１）趣旨

　雇用の維持、増加のためには様々な側面からの支援措置が必要ですが、税制面からの支援として創設されるのが雇用促進税制です。雇用を一定以上増やした企業や個人事業主に対して特別税額控除を認める雇用促進税制が創設されました。

（２）今回の制度概要

　青色申告書を提出する事業主で、当年度末における雇用者数が前年度末の雇用者数に比べて2人以上（大法人の場合は5人以上）かつ10%以上増加している場合、増加雇用者数1人当たり20万円（※H25税制改正で40万円に引き上げ）の特別税額控除を受けることが出来ます。ただし、控除額は当期法人税額の20%（大法人は10%）が限度です。

例）前年度末雇用者数　40人／給与総額　2億円

　　　　　＋新規雇用　+7人

　　　　　－定年退職　-1人

　　当年度末雇用者数　46人／給与総額　2.3億円

　　増加雇用者数＝46－40＝6≧5・・・ＯＫ！

　　増加割合＝（46－40）／40＝15%≧10%・・・ＯＫ！

　ここで適用に当たり、事業主の要件としていくつかの注意点があります。

　第1に、雇用者は雇用保険一般被保険者である必要があります。事業主が勝手に雇用したことにするだけでは不十分で、雇用保険にも加入させ、雇用の意思を明確にすることで手続の適正性を確保し、実際の雇用促進も推進する意図と考えられます。さらに、役員の親族などは雇用者として認められません。

　第2に、増加雇用者数が2人で足りる中小企業者等とは、資本金の額が1億円以下であり、かつ同一の大規模法人に1／2以上の株式を保有されていないこと、さらに、（同一・複数問わず）大規模法人に2／3以上の株式を保有されていない企業者のことを言います。資本金規模が大きい、あるいは親会社に大法人があるような企業の場合は増加雇用者数のハードルを高くして、より積極的に雇用促進に貢献してもらおうという意図でしょう。

　第3に、前年度及び当年度に事業主都合による離職者がいないことが求められます。事業主都合による退職をさせた事業主は、雇用促進という制度の趣旨に見合わないという判断だと考えられます。

　第4に、適用しようとする当年度の給与支給額が、比較給与支給額以上である必要があります。比較給与額とは、

　　前年度の給与支給額＋前年度の給与支給額×増加雇用者割合×30%

で計算される金額です。つまり、上記例で言えば、次の通りです。

　　2億円＋2億円×15%×30%＝2.09億円≦2.3億円・・・ＯＫ！

この制約条件は、2人、10%という頭数の増加条件だけ満たして、実際の給与は支給していない、というような潜脱行為を防止する趣旨ではないでしょうか。

　第5に、事業主が営む事業が風俗営業及び性風俗関連特殊営業（キャバレー、ナイトクラブ、麻雀店、パチンコ店など）であってはなりません。健全な雇用促進、経済成長とは言えないからでしょう。

（３）事務手続

　事業年度開始

　　｜

　　｜開始後2ヶ月以内・・・雇用促進計画書をハローワークに提出

　　↓

　事業年度終了

　　｜

　　｜終了後2ヶ月以内（法人）・・・雇用促進計画の達成状況確認（所要約2週間）

　　｜3月15日（個人事業主）・・・・同上

　　↓

　確定申告・・・確認を受けた雇用促進計画書の写しを添付

　その他、設立の日や解散の日を含む事業年度、清算中の各事業年度について、税額控除の適用はありません。

　また、確定申告の際には、上記計画書の写しの他、申告書に控除を受ける金額を記載するとともに、金額の計算に関する明細書を添付する必要があります。

（４）適用時期

　法人：平成23年4月1日から平成26年3月31日までの間に開始する各事業年度

　個人事業主：平成24年1月1日から平成26年12月31日までの各暦年

【２】税率引き下げ（再掲、2012/1第11号参照）

（１）概要

　資本金1億円以下の中小法人と、それ以外の普通法人について、税率はそれぞれ次のように引き下げられます。

　中小法人：30%（年所得800万円以下部分は22%　※1）

　　　　　　↓

　　　　　　25.5%（年所得800万円以下部分は19%　※2）

　普通法人：30%

　　　　　　↓

　　　　　　25.5%

※1　中小法人の年800万円以下部分については更に特例措置により、平成24年3月31日までに終了する事業年度は18%が適用されます。

※２　中小法人の年800万円以下部分については更に特例措置により、平成24年4月1日から平成26年3月31日までに開始する事業年度は15%が適用されます。

（２）適用時期

　平成24年4月1日以後に開始する事業年度の所得に対する法人税について適用されます。

【３】課税ベースの拡大（再掲、2012/1第11号参照）

　【２】の税率引き下げのための財源確保として、課税ベースについては拡大措置がとられます。

（１）減価償却の見直し

　今回の見直しは定率法の償却率です。

　「定額法償却率×2.5（250%償却）」

　　　　↓

　「定額法償却率×2.0（200%償却）」

例）耐用年数6年、200万円の社用車を購入、定率法の場合の初年度償却費

　　　200×0.417（＝1/6×2.5）＝83.4万円

　　　↓

　　　200×0.334（＝1/6×2.0）＝66.8万円

　今回の改正は、「平成24年4月1日以後に取得」をする資産が対象となります。事業年度とは関係ありませんので注意が必要です。

　また、適用に当たり、次の2点の措置が講じられます。

①平成24年3月31日をまたぐ事業年度については、全ての資産を現行の償却率で償却可。

②既に取得している250%償却資産について、償却費は減少するものの、システムの統一性の観点から200%償却を一斉に適用することも考えられます。その場合、償却率が下がるため、当初の耐用年数（上記例では6年）で償却終了しないことが考えられることに対し、一定の届出をすることで当初の耐用年数内に償却終了することが出来るという措置

（２）欠損金繰越控除の見直し

　欠損金の繰越控除については、大きく2つの見直しが行なわれます。

①中小法人を除く普通法人が対象（100%親会社が資本金5億円以上の中小法人含む）

　欠損金の控除限度額を、所得の80%までとする。つまり、利益100で欠損金150あっても、80までしか使えず、差額20については法人税が課税されるということです。

「平成24年4月1日以後に開始する事業年度」から適用されます。

②全法人が対象

　欠損金の繰越控除可能期間を7年から9年に延長する。

「平成20年4月1日以後終了事業年度で生じた欠損金額」から適用。

（３）貸倒引当金の見直し

　貸倒引当金を計上出来る法人が、銀行、保険会社等及び中小法人に限定されます。これら以外の法人については、貸倒引当金の計上が認められません。ただし、激変緩和の意味で、経過措置が設けられています。

　平成24年4月1日から平成25年3月31日に開始する事業年度：従来金額×3/4

　平成25年4月1日から平成26年3月31日に開始する事業年度：従来金額×2/4

　平成26年4月1日から平成27年3月31日に開始する事業年度：従来金額×1/4

（４）寄附金の損金算入限度額見直し

　一般寄附金及び特定公益増進法人に対する寄附金の損金算入限度額が以下の通り見直されます。「平成24年4月1日以後に開始する事業年度」から適用されます。

①一般寄附金

　（資本金等の額×2.5/1,000＋所得金額×2.5/100）×1/2

　　↓

　（資本金等の額×2.5/1,000＋所得金額×2.5/100）×1/4

②特定公益増進法人に対する寄附金

　　資本金等の額×2.5/1,000＋所得金額×5/100

　　↓

　　資本金等の額×3.75/1,000＋所得金額×6.25/100

【４】★★国内設備投資を促進するための税制措置（H25）★★

（１）概要

「青色申告書を提出する法人の平成25年4月1日から平成27年3月31日までの間に開始する各事業年度（設立事業年度を除く）において取得等をした国内の事業の用に供する生産等設備で、その事業年度終了の日において有するものの取得価額の合計額が次の①及び②の金額を超える場合において、その生産等設備を構成する資産のうち機械装置をその法人の国内にある事業の用に供したときは、その取得価額の30%の特別償却とその取得価額の3%の税額控除との選択適用ができることとする。ただし、税額控除における控除税額は、当期の法人税額の20%を限度とする（所得税についても同様とする）。

①その法人の有する減価償却資産につき当期の償却費として損金経理をした金額

②前事業年度において取得等をした国内の事業の用に供する生産等設備の取得価額の合計額の110%相当額」

（２）感想

　この規定、中小企業に限定されていません。従って、大企業も含めた全体の設備投資を促す意図と考えられ、かつ「ものづくり日本の復活」を目指すのでしょう、生産等設備に限られています。本店、寄宿舎、事務用器具備品、乗用車、福利施設等は含まれません。

　ただし、中小企業については、例えば160万円を超える新品の機械装置を取得した場合に、すでに特別償却（または税額控除）が認められています。制度の重複はおそらく出来ないのだと想像します。

【５】★★商業・サービス業及び農林水産業を営む中小企業等の設備投資促進（H25）★★

（１）概要

「青色申告書を提出する中小企業等で経営改善に関する指導及び助言を受けたものが、平成25年4月1日から平成27年3月31日までの間に、その指導及び助言を受けて行う店舗の改修等に伴い器具備品（30万円以上）及び建物附属設備（60万円以上）の取得等をして指定事業の用に供した場合には、その取得価額の30%の特別償却とその取得価額の7%の税額控除（資本金の額3,000万円以下）との選択適用ができることとする。ただし、税額控除における控除税額は当期の法人税額の20%を限度とし、控除限度超過額は1年間の繰越しができる（所得税についても同様とする）。」

（２）感想

　引っかかるのは、店舗改修＝活力強化、という発想そのものです。この発想は大変危険です。売り上げが伸びない。お客さんが増えない。そういう時経営者は、ついつい「大きなこと」をしたくなります。店舗を改修するとか、大々的にチラシを配るとか。でも、こういう対策って、お金がかかる割りに効果がなかったりします。

　なぜか。簡単です。

　例えば店舗改修の場合、改修すれば（根拠はないけれど）来てくれるであろうお客様をあてにして、今来てくれているお客様を切り捨てているからです。今来てくれているお客様の中には、今のお店が好きなお客様もいるはずです。そのお客様になぜ、真摯に答えようとしないのか。そのお客様のことを真剣に考えれば、店舗改修なんていう発想は出てくるはずがありません。

　もっと分かりやすくするために、商品説明を増やす。

　手作りの商品説明カードを作る。

　週代わりでおもしろ商品を取り上げる。

　お店が目指すところを情報発信する。

　改修なんて「大きなこと」をしなくても、お客様に向き合う「小さなこと」はいくらでもあるはずです。

　逆に、大きな投資をしてしまったがために、既存のお客様も離れ、資金繰りも行き詰まり、ますます苦しい道に転がり落ちていくことだってあるでしょう。

　元気になるため、活力の強化のために必要なことは投資ではありません。目の前のお客様に真剣に向き合うことです。税制を活用するのはいいですが、その基本を忘れないようにしたいものです。

【６】★★企業による雇用・給与支給を拡大するための税制措置（H25）★★

（１）概要

「青色申告書を提出する法人が、平成25年4月1日から平成28年3月31日までの間に開始する各事業年度において国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、その法人の雇用者給与等支給増加額（雇用者給与等支給額から基準雇用者給与等支給額を控除した金額）の基準雇用者給与等支給額に対する割合が5%以上であるとき（次の①及び②の要件を満たす場合に限る）は、その雇用者給与等支給増加額の10%の税額控除ができることとする。ただし、控除税額は、当期の法人税額の10%（中小企業者等については、20%）を限度とする（所得税についても同様とする）。

①雇用者給与等支給額が前事業年度の雇用者給与等支給額を下回らないこと

②平均給与等支給額が前事業年度の平均給与等支給額を下回らないこと」

（２）感想

　平たく言えば、支払う給与を増やしたら、その分の一定額を国が面倒見ましょう、ということですね。

　単に個々人に払う給与を増やすだけではありません。派遣の方やパートさんを正社員にする、といったことも視野に入っているのだと想像します。

　雇用拡大を支援するだけならまだしも、給与を上げれば面倒見ます、というのは、いくらなんでも手の入れすぎではないかと感じます。

　普通に働いている人について、給与を上げるのは、企業と本人の問題でしょう。

　普通に働けない人について、普通に働いてもらうのは、多分お金の話ではないでしょう。

　いずれにしても、方向性が少しずれているのではないでしょうか。

【７】★★金融円滑化法廃止に伴う措置（H25）★★

（１）概要

「青色申告書を提出する中小企業者について平成25年4月1日から平成28年3月31日までの間に再生計画認可の決定があったことに準ずる一定の事実が生じた場合で、かつ、2以上の金融機関等が有するその中小企業者に対する債権が債務処理に関する計画によって特定投資事業有限責任組合の組合財産となる場合において、その中小企業者が債務処理に関する計画に従って、資産の評価換えをし、又は債務の免除を受けたときは、資産の評価損益の計上又は期限切れ欠損金の損金算入ができることとする。」

【８】★★中小企業の交際費特例（H25）★★

（１）概要

「交際費等の損金不算入制度における中小法人に係る損金算入の特例について、定額控除限度額を800万円（現行600万円）に引き上げるとともに、定額控除限度額までの金額の損金不算入措置（現行10%）を廃止する。」

（２）感想

　現行、中小法人における600万円までの交際費については、10%部分を損金不算入、つまり経費として認めないこととされています。その10%を取り払い、かつ限度額も800万円まで拡充する、ということですね。つまり、800万円までは無制限に認める、と。

　ただ、いくら交際費の限度額を広げても、そもそもそんなに使っている（使える）中小企業がどれほどあるでしょうか。むしろ、厳しい状況とはいえ、交際費を使えるのは大企業の方でしょう。

　であればむしろ、全額経費が認められない大企業について、交際費の経費化を認めてはどうでしょう。その際に、売り上げを上げる得意先への交際費は認めない。逆にものを仕入れる仕入先への交際費なら認める。

　交際費課税の制度趣旨は、冗費の節減です。やたらと交際費を支出することで、法人税負担の軽減を図られてはたまらない、と。自分の「お客様」である得意先には、無節操に交際費を使ってしまうかもしれない。だったら、自分が仕入れている取引先との交流は認める。これであれば、その恩恵に預かれる中小企業もあるかもしれない。そう思います。

６．所得税

【１】給与所得控除の上限設定（再掲、2012/2第12号参照）

　給与所得控除とは、給与所得者に認められている概算経費です。スーツ、専門書、手土産、飲食費など。会社員にも経費が必要なことは明らかですが、経費と個人的支出を判別することは困難でしょう。そこで所得税の計算にあたっては、一定の計算式に基づき、給与収入から概算経費（給与所得控除）を控除することによって、課税対象となる給与所得が計算される仕組みがとられています。

　これまでは、給与収入が増えれば増えるほど、給与所得控除額も増加していました。しかし、ある一定額まで給与収入が増えてくれば、それ以上、概算経費がかかる訳でもないという理屈でしょう。給与収入が1,500万円を超えた場合、245万円という控除額の上限が設けられることになります。この改正は、H25年分以後の所得税から適用されます。

例）給与収入1,800万円→（従来）控除額260万円→課税所得1,540万円

　　　　　　　　　　  →（今後）控除額245万円→課税所得1,555万円

　　給与収入3,000万円→（従来）控除額320万円→課税所得2,680万円

　　　　　　　　　　  →（今後）控除額245万円→課税所得2,755万円

【２】特定役員退職手当等に係る退職所得金額見直し

（１）退職所得の計算

　退職所得＝（収入金額－退職所得控除額※）×　1／2

　※退職所得控除額

　　　勤続年数20年以下の場合：40万円×勤続年数

　　　勤続年数20年超の場合　：800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

（２）優遇の趣旨

　退職金は、給与の後払い、退職後の生活の原資などと考えられ、一時に多額の金額が入るものの、担税力は弱いと考えられます。そこで、長く勤めるほど多くの退職所得控除を認め、かつ、最後に2分の1を乗じることで、退職所得金額が小さくなり、所得税負担を軽減する計算方法が認められています。

（３）改正の内容

　役員等の勤続年数が5年以下の場合、退職所得の金額は、退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した残額となり、最後の2分の1を乗じる計算がなくなります。

　また、役員等とは、会社役員、国会議員、地方自治体議会の議員、国家公務員、地方公務員を指します。つまり、短期間の天下りで、多額の退職金をもらうことについて、税制面の負担を重くするという政策的意図もある（というか本来の目的でしょうか）と言えるでしょう。

（４）適用時期

　「平成25年分以後の所得税」「平成25年1月1日以後に支払うべき退職手当等（源泉所得税）」について適用されます。

【３】★★最高税率の見直し（H25）★★

　平成27年分以後の所得税について、課税所得4,000万円超（給与収入4,245万円）について、45%の税率が導入されます。

（参考）現行税率

　195万円以下　　　　　 　 ： 5%

　195万円超、330万円以下  ：10%

　330万円超、695万円以下  ：20%

　695万円超、900万円以下  ：23%

　900万円超、1,800万円以下：33%

　1,800万円超　　　　　　  ：40%

【４】★★住宅借入金等特別控除の拡充（H25）★★

　適用期限（平成25年12月31日）を平成29年12月31日まで4年間延長するとともに、控除額が拡充されます。

（１）居住年が平成26年1月～3月

　借入限度額　 　：2,000万円

　控除率　　　 　：1%

　各年控除限度額 ：20万円

　10年最大控除額：200万円

（２）居住年が平成26年4月～平成29年12月

　借入限度額　 　：4,000万円

　控除率　　　 　：1%

　各年控除限度額 ：40万円

　10年最大控除額：400万円

（３）留意点

　上記（２）は、平成26年4月に消費税率が8%に上がることを見越した措置です。従って、消費税率が8%または10%でない場合（例えば現行の5%のまま）、（２）の適用はなく、（１）の計算が適用されます。

　また、住宅が認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅の場合、上記（１）の借入限度額は3,000万円、各年限度額は30万円、10年最大控除額は300万円となります。（２）も同様、5,000万年、50万円、500万円となります。

（４）住宅購入時期の判断

　平成26年4月の消費税率アップに伴い、住宅の駆け込み需要が起こる可能性はあります。ただ、上記住宅ローン特別控除の拡充、その効果が限定的な所得層に対する給付措置（遅くとも今夏に姿を示す）、その他各種制度が手当てされることも考えられます。そもそも、駆け込み需要の反動として、不動産価格が下落する可能性もあるでしょう。住宅購入は大きな買い物です。くれぐれも冷静な判断を行なった方がいいのではないでしょうか。

７．相続税、贈与税

【１】★★相続税基礎控除の見直し（H25）★★（再掲、2011/3創刊号）

（１）概要

「5,000万円＋1,000万円×法定相続人の数」

　　　↓

「3,000万円＋　600万円×法定相続人の数」

例）配偶者と子どもが2人のケース

　　　従来8,000万円までは課税なし→4,800万円超えると課税あり。

　　子ども2人のケース

　　　従来7,000万円までは課税なし→4,200万円超えると課税あり。

（２）適用時期

　平成27年1月1日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用されます。

【２】★★相続税率の見直し（H25）★★（再掲、2011/3創刊号）

（１）概要

　1,000万円以下　　　　　  ：課税価格×10%

　1,000万円超3,000万円以下：課税価格×15%－　 50万円

　3,000万円超5,000万円以下：課税価格×20%－　200万円

　5,000万円超1億円以下　　：課税価格×30%－　700万円

　【ここまで変わらず】

　1億円超3億円以下　　　　：課税価格×40%－1,700万円

　3億円超　 　　　　　　　 ：課税価格×50%－4,700万円

　　｜

　　｜【変更】

　　↓

　1億円超2億円以下　　　　：課税価格×40%－1,700万円

　2億円超3億円以下　　　　：課税価格×45%－2,700万円

　3億円超6億円以下　　　　：課税価格×50%－4,200万円

　6億円超　　　　　　 　　 ：課税価格×55%－7,200万円

　課税価格が2億円までの場合、税率は変わりません。2億円を超えた時、税率アップの影響が出てくることになります。

（２）適用時期

　平成27年1月1日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用されます。

【３】★★小規模宅地特例の拡充（H25）★★

（１）概要

　特定居住用宅地等について、評価額を80%など減額する特例について、その適用対象面積が240㎡から330㎡に拡充されます。また、事業用と居住用の完全併用が認められ、その場合の限度面積は730㎡になります。

（２）適用時期

　平成27年1月1日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用されます。

【４】★★控除の引き上げ（H25）★★（再掲、2011/3創刊号）

（１）概要

　未成年者控除：20歳までの1年につき6万円→20歳までの1年につき10万円

　障害者控除　：85歳までの1年につき6万円→85歳までの1年につき10万円

　　　　　　　　　　　（特別障害者は12万円→ 　　　特別障害者は20万円）

（２）適用時期

　平成27年1月1日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用されます。

【５】★★贈与税率の見直し（H25）★★（再掲、2011/3創刊号）

（１）概要

　現行の贈与税率は以下の通りです。

　200万円以下　　　　　  　：課税価格×10%

　200万円超300万円以下　　：課税価格×15%－ 10万円

　300万円超400万円以下　　：課税価格×20%－ 25万円

　400万円超600万円以下　　：課税価格×30%－ 65万円

　600万円超1,000万円以下　：課税価格×40%－125万円

　1,000万円超　　　　　 　 ：課税価格×50%－225万円

　上記税率につき、「直系尊属から20歳以上の者への贈与」については次の通り改正されます。

　200万円以下　　　　　　  ：課税価格×10%

　200万円超400万円以下　　：課税価格×15%－ 10万円

　400万円超600万円以下　　：課税価格×20%－ 30万円

　600万円超1,000万円以下　：課税価格×30%－ 90万円

　1,000万円超1,500万円以下：課税価格×40%－190万円

　1,500万円超3,000万円以下：課税価格×45%－265万円

　3,000万円超4,500万円以下：課税価格×50%－415万円

　4,500万円超　 　　　　　 ：課税価格×55%－640万円

　また、上記以外の「一般の贈与」については次の通りです。

　200万円以下　　　　　　  ：課税価格×10%

　200万円超300万円以下　　：課税価格×15%－ 10万円

　300万円超400万円以下　　：課税価格×20%－ 25万円

　400万円超600万円以下　　：課税価格×30%－ 65万円

　600万円超1,000万円以下　：課税価格×40%－125万円

　1,000万円超1,500万円以下：課税価格×45%－175万円

　1,500万円超3,000万円以下：課税価格×50%－250万円

　3,000万円超　　　　　　  ：課税価格×55%－400万円

　子や孫への贈与については税率構造を緩めて財産を移転しやすくし、逆にそれ以外の贈与については税率を高める措置となっています。

（２）適用時期

　　平成27年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について適用されます。

【６】★★相続時精算課税制度の拡充（H25）★★

（１）概要

　受贈者の範囲について、現行の推定相続人のみから、20歳以上である孫が追加されます。また、贈与者の年齢要件が現行の65歳以上から60歳以上に引き下げられます。

（２）適用時期

　平成27年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について適用されます。

（３）留意事項

日経新聞1月14日の1面に、「贈与非課税、孫も対象」という見出しがありました。相続時精算課税制度の対象を拡大し、60歳（現行65歳）の父母から子・孫（現行子のみ）への2,500万円までの贈与が対象、と。

確かに、「その時点では」贈与税は非課税です。ただし、「相続時精算」ですから、後日、相続が発生した場合には、相続財産に加算されて相続税が課されます。従って、時間の金利差はあるでしょうが、税負担という意味ではイーブンですので、注意が必要です。

【７】★★教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置（H25）★★

（１）概要

「受贈者（30歳未満の者に限る）の教育資金に充てるためにその直系尊属が金銭等を拠出し、金融機関に信託等をした場合には、信託受益権の価額又は拠出された金銭等の額のうち受贈者1人につき1,500 万円（学校等以外の者に支払われる金銭については、500 万円

を限度とする）までの金額に相当する部分の価額については、平成25年4月1日から平成27年12月31日までの間に拠出されるものに限り、贈与税を課さないこととする。」

（２）申告

「受贈者は、本特例の適用を受けようとする旨等を記載した教育資金非課税申告書（仮称）を金融機関を経由し、受贈者の納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。」

（３）払出しの確認等

「受贈者は、払い出した金銭を教育資金の支払いに充当したことを証する書類を金融機関に提出しなければならない。

　金融機関は、提出された書類により払い出された金銭が教育資金に充当されたことを確認し、その確認した金額を記録するとともに、当該書類及び記録を受贈者が30歳に達した日の翌年3月15日後6年を経過する日まで保存しなければならない。」

（４）終了時

①受贈者が30歳に達した場合

イ　調書の提出

　金融機関は、本特例の適用を受けて信託等がされた金銭等の合計金額（以下「非課税拠出額」という）及び契約期間中に教育資金として払い出した金額（上記（３）により記録された金額とする）の合計金額（以下「教育資金支出額」という）その他の事項を記載した調書を受贈者の納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

ロ　残額の扱い

　非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額については、受贈者が30歳に達した日に贈与があったものとして贈与税を課税する。

②受贈者が死亡した場合

イ　調書の提出

　金融機関は、受贈者の死亡を把握した場合には、その旨を記載した調書を受贈者の納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

ロ　残額の扱い

　非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額については、贈与税を課さない。

８．その他

【１】★★印紙税の見直し（H25）★★

（１）概要

「金銭又は有価証券の受取書のうち記載された受取金額が5万円未満（現行3万円未満）のものには、印紙税を課さないこととする。

（注）上記の改正は、平成26年4月1日以後に作成される受取書について適用する。」

（２）感想

　しれっと書いてあるだけですが、実はもっとも広く影響が及ぶのではないかとも思われます。

【２】★★自動車課税の見直し（H25）★★

（１）自動車取得税

　二段階で引き下げ、消費税10%の時点で廃止。消費税8%の段階では、エコカー減税の拡充などグリーン化を強化。平成26年度税制改正で具体的な結論を得る。

（２）自動車重量税

　その税収について、道路の維持管理・更新等のための財源として位置づけ、自動車ユーザーに還元されるものであることを明らかにする方向で見直しを行う。平成26年度税制改正で具体的な結論を得る。

（３）感想

　自動車に対する課税が過重という主張は理解します。ですが、産業界の主張を見ていると、車が売れないのは、税負担が重いからだという論調が目立ちます。もちろん、それも一因でしょう。でも、そもそも「車に乗ること」がおしゃれじゃない（いけてない？）と思われているとすれば、税負担を軽減しただけで、どうなるものでもないでしょう。


